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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会・加盟組織に送って下さい。

４・１大宣伝、４・２２全国代表者会議を成功させ参院選に全力を
＜各界連が運営委員会開く＞

　各界連は３月18日、運営委員会を開き、11団体が参加しました。４月１日の全国いっせい大宣伝行動、同22日の全国代表者会議を成功させ、参院選で「消費税増税阻止・食料品非課税はじめくらしにかかる消費税の減税」を実現できる国会をつくるため、全力を上げることを確認しました。情勢では２月半ばの財務相の「消費税増税議論開始」の発言以来、各地でひさびさの３ケタ署名、過去最高署名が集まっているなど、関心の高まりが示され、世論調査ではマスコミの影響から「増税やむなし」が増加している面も紹介されました。団体の活動では、４・１いっせい大宣伝めざし、社保協との共同ビラ、テープを作成し、行動予定を把握している（埼玉、神奈川）、控除廃止反対の団体署名１６９７通を政府に提出し、個人署名は５万８１９２人分を集約（新婦人）、民主党の全国会議員へ10万枚のはがき運動（年金者）などが報告されました。生協労連は最低保障賃金引上げと消費税増税反対などで商工会議所、商工会連合会、チェーンストア協会に申し入れ、どこも「消費税増税は現時点では反対」「無駄をなく

していくことが大事」「政治に信頼を」などの回答があったことが紹介されました。

当面の重点として、

１）参院選までに１０００万対話・署名の達成目指し、改めて到達と目標、計画を見直して草の根の運動を進める（現在署名７３６．４万人分の到達）。
２）増税反対はがき、メールなどを強める。
３）４・１いっせい大宣伝行動を、昨年を上回る規模で成功させる。
４）全国代表者会議に署名を集中し、国会行動と合わせて成功させる、
などを確認しました。また、全国代表者会議をめどに、各地の学習会で使える「パワーポイント資料」を作成していくことも確認しました。
大企業・大金持ちに応分の負担を
　＜３月の各界連の定例宣伝＞

　各界連は３月24日、新宿西口で３月定例宣伝をおこない、雨の中、８団体16人が参加しました。年金者組合中央執行委員の松岡勉さん、日本共産党衆院議員の佐々木憲昭さん、新婦人中央委員の上野美知代さん、消費税をなくす会常任世話人の内田敬二さん、保団連事務局主幹の栗木圭さん、全商連副会長の西村冨佐多さんが、「収入が減るなか、税と社会保障の負担は増加し、これ以上の増税は耐えられない」「消費税21年の税収２１３兆円は大企業減税の穴埋めに消えた」「高齢者社会、社会保障のためといわれたが社会保障や高齢者対策は改悪の連続」「大企業・大資産家優遇税制を見直し、応分の負担を求めることこそスジ」と訴えました。

66歳の男性は「消費税は貧乏人に重く、金持ちを優遇する税金。福祉のためだからとお金のない人から税金を取っていいのか。税金はお金のあるところから取るのが本来の姿。金持ちに応分の負担をしてもらうべき」、50代の男性は「消費税率を上げる前に、宗教法人などへの課税など他の方法を考えても良いはず。新政権になって少しは期待していたが、自民党と変わらない」と話し、署名に応じました。　　　　　　　　　　　　　（次ページに各地の行動）

＜＜３月の各地の行動＞＞

★変わらぬ政治に怒りつぎつぎ＜岐阜＞　西濃各界連は３月14日、揖斐郡池田町のスーパートミダヤ前で６人が宣伝。70代の男性は「もう、どの政治家も信用できない。いい加減にしてほしい」と強い怒りをこめて署名、若い女性は「せめて食べ物くらいは税金なしにしてくれないと」と切実な実態を話しました。建設関連の男性は「政権が変わってもう少し良くなるかと思っていたが、仕事がまったくないし、今後の生活が心配。もっと共産党がしっかりしないとダメや。それにしても民主党政権にはがっかりした」と不満をいっぱい語りました。１時間で72人から署名が寄せられ、参加者は「冷たい風が吹いて寒かったが、思い切り声をかけていけば、みんな署名してくれる」と確かな手ごたえを感じていました。

★４月から月２回の宣伝カー運行など決める＜青森＞　東青各界連は３月18日の運営委員会で当面の運動方針を確認しました。毎月の定例宣伝を強化し、４・１は昼休みさくら野前で宣伝し、夕方は「４・１社保協主催の怒りの県中央集会」に合流します。署名は１０００万署名に呼応し、１万の目標を再確認し、３・１３重税反対統一行動でも３００人分を集約したことが報告されました。４月以降は月２回、第２木、第４水曜日に宣伝カーを地域で回して宣伝すること、団体訪問を強めること、ティッシュ購入・宣伝カーの看板作成のための財政強化などを決めました。

★「食料品非課税」などの訴えに好反応＜秋田＞　秋田各界連は３月24日、秋田駅前ポポロロードで４団体８人が宣伝。与党が「消費税論議をおこなう」と表明し、財界・マスコミあげて世論誘導が図られる中「食料品は非課税を」「大企業・富裕層に応分の課税を」の訴えに、多くの人が署名してくれました。

★社保協と共同宣伝を呼びかける＜神奈川＞　神奈川県各界連は４・１いっせい行動で社保協と共同で「後期高齢者医療制度即時廃止」「消費税増税反対・食料品非課税などくらしにかかる消費税減税」の署名、共同チラシ、ティッシュの活用を呼びかけています。行動予定の集約もすすめており、現在22カ所での行動が計画されています。
	○各地のニュース、写真（デジタル）を送ってください。


埼玉県各界連の宣伝カーテープ例

◎消費税各界連怒りの宣伝行動  １０年４月１日 宣伝カー流し原稿
（消費税の廃止を求める埼玉連絡会）
市民のみなさん、「消費税の廃止を求める埼玉連絡会」です
消費税が導入されから２１年がたちました。４月１日は消費税が導入された日です。庶民には負担が重く、大企業や大金持ちには負担の軽い消費税は、最悪の不公平税制です。消費税の増税は、景気をいっそう冷え込ませるだけです。いま必要なのは、苦しい庶民のふところを温めることではないでしょうか。せめて食料品だけでも非課税にする必要があります。
　鳩山内閣になって最初の予算が成立しました。「子ども手当」や「高校授業料無償化」など子育て支援は当然です。しかしその財源を子どもの扶養控除などの廃止に求めるのでは、国保料や保育料など、雪だるま式に負担が増え、くらしはいっそう苦しくなってしまいます。
市民のみなさん、「消費税の廃止を求める埼玉連絡会」です
  　民主党は選挙公約で「４年間は消費税を上げない」と約束しました。しかし、管財務相が「３月から消費税論議を行う」といい、消費税を財源とする年金制度の論議を始めました。民主党や自民党、財界やマスコミは「福祉のためなら増税やむなし」の雰囲気をつくろうとしています。しかし、消費税は福祉破壊税であり、福祉と消費税は両立しません。社会保障の財源は、大企業・大金持ち減税を見直し、ダムや空港など無駄な大型公共事業はもちろん、５兆円にも達する軍事費にメスを入れれば十分生み出せます。
市民のみなさん、「消費税の廃止を求める埼玉連絡会」です
　　いま、アメリカやイギリス、ドイツなどの主要国は「低所得者に減税」「富裕層に増税」を打ち出し、国民の生活支援を通じて経済を立て直そうとしています。消費税を引き下げる国も増えています。同じことが日本でもできないはずはありません。庶民のふところを温めてこそ、景気は回復します。
　今年７月には参議院選挙が行われます。消費税増税にきっぱり反対し、後期高齢者医療制度の即時廃止をすすめる政党や候補者を国会にたくさん送って、国民が安心してくらせる社会を実現しましょう。






代表者会議の記念講演に山家悠紀夫さんが決定


　４月22日の全国代表者会議の記念講演講師に、くらしと経済研究室主宰の山家悠紀夫さんが決定しました。演題は「あるべき経済対策、あるべき税制」（仮）です。








中央で社保協と一緒に４・１宣伝


　4月１日の新宿西口での宣伝行動を中央社保協と共同でおこなうことにしました。「後期高齢者医療制度」も４月１日から実施３年目となります。消費税増税阻止・減税実現と後期高齢者医療制度廃止のために力を合わせます。
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